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１ 研修基本計画策定の趣旨 

本市では，土浦市人材育成基本方針（平成２３年７月策定，平成３０年４月改訂）

の下，社会経済情勢の変化や高度化・多様化する市民ニーズに対応できる自律型人材

（自ら考え行動する人材）を育成するため，第４次土浦市職員研修基本計画（計画期

間：平成２８年度から令和２年度まで）を策定し，計画的な職員研修を実施してまい

りました。 

一方で，国を挙げた働き方改革への取組が推進される中，本市においても「最小の

経費で最大の効果」を上げるため，長時間労働の是正や業務効率化の推進に取り組ん

でいることから，職員のスキルアップによる労働生産性の向上がますます求められて

おります。また，近年頻発する大規模災害や新型コロナウイルス感染症拡大などの不

測の事態にも迅速に対応する能力が求められており，ますます自ら考え行動する人材

の必要性が高まっております。 

このようなことから，限られた経営資源の中で，より効果的かつ効率的に職員の能

力・資質の向上を図るため，第４次土浦市職員研修基本計画の内容を見直し，第５次

土浦市職員研修基本計画を策定することといたしました。 

本計画は，これまでの基本的な考え方を継承しつつ，人材育成基本方針の市職員と

して求められる能力「職務遂行能力」「対人関係能力」「政策形成能力」「マネジメント

能力」に沿って見直し，それらの能力を更に向上させるために研修の充実・強化を図

るものです。 

 

２ 計画期間 

  本計画の計画期間は，令和３年度から令和７年度までの５年間とします。 

 

３ 基本的な考え方 

社会経済情勢の変化や市民ニーズの高度化・多様化に的確に対応するためには，職

員一人ひとりが，それぞれの役割に応じた能力開発に主体的に取り組むとともに，習

得した能力を遺憾なく発揮することが必要です。また，組織としても，職員の能力開

発に積極的に取り組み，習得した能力を職場で発揮しやすい環境を整備していくこと

が求められます。 

さらに，業務の効率化を図り，ワークライフバランスを推進する観点からも，職員

のスキルアップは必要不可欠であり，組織と職員が一体となって積極的に研修を実施

する必要があります。 

本計画は，土浦市人材育成基本方針に位置付けた「自主研修」，「職場内研修」，「職

場外研修」及び｢部局実施研修（各所属が実施する専門研修）｣の４つの柱をバランス

よく組み合わせながら，効果的な研修実施を図るものです
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【第５次職員研修基本計画の位置付け】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考：職制別に求められる「行政職の標準職務遂行能力」】（土浦市人事育成基本方針より抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土浦市人材育成基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

求められる職員像 

「市民志向」「協働志向」「チャレンジ志向」「経営志向」 

求められる能力 

「職務遂行能力」「対人関係能力」「政策形成能力」「マネジメント能力」 

人事制度 職場環境 

第５次土浦市職員研修基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主研修 

職員が自発的に取

り組む自己啓発や

自己研さん 

職場内研修 

各職場において実

施する業務に直結

した教育（ＯＪＴ） 

職場外研修 

職場から離れて研

修所等で実施する

研修  

部局実施研修 

各部局で専門能力

を高めるために実

施する研修 

職員研修 

職制別に求められる「標準職務遂行能力※」 

※職制上の段階の標準的な職における職務を遂行する上で発揮することが求められる能力 

 

項目 部長 参事・課長 課長補佐，係長，主査 主任 主幹・主事

①倫理

【全員】

全体の奉仕者として，高い倫理感を

有し，部の責任者として責任を持っ

て職務に取り組むとともに，服務規

律を遵守し，公正に職務を遂行する

ことができる。

全体の奉仕者として，高い倫理感を

有し，課の責任者として責任を持っ

て職務に取り組むとともに，服務規

律を遵守し，公正に職務を遂行する

ことができる。

全体の奉仕者として，高い倫理感を

有し，管理監督職員として責任を

持って職務に取り組むとともに，服

務規律を遵守し，公正に職務を遂行

することができる。

②判断

【部長～主査】

　知識・技術

【主任～主事】

部の責任者として，豊富な知識・経

験及び情報に基づき，迅速，的確か

つ先見的な判断をすることができ

る。

課の責任者として，豊富な知識・経

験及び情報に基づき，迅速，的確か

つ先見的な判断をすることができ

る。

所掌業務の責任者として，知識・経

験及び情報に基づき，迅速かつ的確

な判断をすることができる。

③説明・調整

【全員】

④組織方針の明示

【部長～主査】

所管行政を取り巻く環境を的確に把

握し，市政方針に沿った適切な部の

方針を示すことができる。

所管行政を取り巻く環境を的確に把

握し，市政方針や部の方針に沿った

適切な課の方針を示すことができ

る。

課長の補佐役として課の方針を部下

に周知するとともに，課の方針に

沿った適切な係の方針を示すことが

できる。

⑤組織統率【部長】

　人材育成【課長】

指導育成

【課長補佐～主任】

協調性【主事】

指導力を発揮し，部内の統率や人材

育成を行いながら，部として成果を

挙げることができる。

業務の重要性や部下の能力等に応じ

て適切に業務を配分するとともに，

人材育成を推進する職場環境を築く

ことができる。

部下との信頼関係を構築するととも

に，部下の仕事の進捗状況を把握

し，適切に指導・育成することがで

きる。

後輩との信頼関係を構築するととも

に，必要に応じて後輩を指導・育成

し，ＯＪＴリーダーとしての役割を

果たすことができる。

挨拶や身だしなみなどの基本マナー

を守るとともに，上司や同僚との円

滑なコミュニケーションを図り，協

力関係を構築することができる。

⑥業務運営

【全員】

⑦全庁的視点

【部長】

　政策形成

【課長～主事】

上位計画や市政方針を正しく理解

し，長期的かつ大局的視点から市政

に貢献することができる。

上位計画や部の方針に沿った施策の

構想を企画・立案することができ

る。

業務上の課題に積極果敢に取り組む

とともに，上位計画や部・課の方針

に沿った施策等の具体案を企画・立

案することができる。

業務上の課題に積極果敢に取り組む

とともに，上位計画や部・課の方針

に沿った施策等の具体案を上司に提

案することができる。

業務上の課題に積極果敢に取り組

み，適切な解決策を見出し実践する

ことができる。

全体の奉仕者として，高い倫理感を有し，責任を持って職務に取り組む

とともに，服務規律を遵守し，公正に職務を遂行することができる。

業務に必要な知識・技術を習得するとともに，情報を適切に収集・分析

し，業務に有効活用することができる。

市民の視点に立ち，コスト意識を持って効率的に業務を進めるととも

に，業務改革に率先して取り組むことができる。

所掌業務について論理的かつ分かりやすい説明をするとともに，意見が異なる相手にも粘り強く説明するこ

とができる。

所管行政について説明責任を果たすとともに，意見が異なる相手にも粘

り強く説明し，関係機関等との困難な調整を行うことができる。

市民の視点に立ち，コスト意識を持って効率的かつ着実に業務を遂行するとともに，事務改善に率先して取

り組むことができる。
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４ 重点取組項目 

  基本的な考え方を踏まえ，下記の事項に重点を置いて研修に取り組みます。 

 

（１）自主研修 

「馬を水辺に連れていくことはできても，馬に水を飲ませることはできない」

ということわざがあるように，職員の能力を向上させるのは職員自身であり，組

織としては，職員の主体的な成長意欲を高める仕組みづくりが重要となります。 

職員が本来基本とすべき，自ら学ぶ積極的な姿勢を支援することにより，全庁

的に自主研修の機運を高め，学ぶ職場風土の醸成を図ります。 

     

① 自主研修を促進するための支援 

      職務に必要不可欠なＩＴスキルや多文化共生に対応するための語学力をは

じめとする各種通信教育講座の受講を支援することにより，学習機会の増大

を図るとともに，地方自治制度や地方公務員制度など，公務員としての基本

知識について，いつでもｅ－ラーニング学習ができる環境を整備します。ま

た，行政課題等について自主的に調査・研究等の活動をする職員グループ等

及び業務上有用な資格を取得する職員への支援を行います。 

 

② 人事評価等との連携 

積極的に自主研修に取り組む職員を評価する人事評価制度を構築するとと

ともに，職員本人の意向等を踏まえながら，保有資格や習得技能を人事異動

に反映させるなど，自主研修と他の人事制度との連携を強化します。 

 

（２）職場内研修（ＯＪＴ） 

    ＯＪＴは，業務に直結した実践的な教育を，個々の職員に対して継続的に指

導することができ，また職務遂行上のあらゆる機会において実施できることか

ら，効果的かつ重要な人材育成の手法です。 

 

① ＯＪＴリーダーの養成 

各職場におけるＯＪＴリーダーを養成するため，ＯＪＴの考え方や具体的

な指導方法を学ぶための研修会を実施します。 

 

② ＯＪＴ推進マニュアルの活用 

平成２６年度に作成した「ＯＪＴ推進マニュアル」の周知徹底を図り，マ

ニュアルの活用を促進することにより，全庁的にＯＪＴを定着化させ，人を

育てる職場風土を醸成します。また，ＯＪＴに活用できる各種マニュアルの

周知を図ります。 

接遇マニュアル（Ｒ２．５改訂） 

時短マニュアル（Ｈ２９．５改訂） 

クレーム対応マニュアル（Ｈ２９．６作成） 

事務処理ミス防止ハンドブック（Ｒ１．１１作成） 
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③ 新任職員チューター制度  

新任職員の職場への適応力を高め，早期の育成を図るため，引き続きチュ

ーター制度※を実施します。併せて，チューター職員の指導能力の向上を図

るための研修会を実施します。 

     ※新任職員毎に１人の指導役を決め，業務の基本的知識や社会人としての基礎能力に 

ついて各職場で指導する制度 

 

④ 先進事例の紹介 

 業務マニュアルの作成や育休職員の復職支援事例など，各職場の先進事例

について研修ニュース等を通じて紹介し，全庁的なＯＪＴ機運の醸成を図り

ます。 

 

【ＯＪＴの推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※該当職員がいない職場は，最も職務経験の豊富な職員がＯＪＴリーダーとなります。 

 

（３）職場外研修 

  

 ① 階層別研修 

     土浦市人材育成基本方針に定められている「求められる能力」や「標準職

務遂行能力」の向上を図るため，階層毎の研修を実施します。 

 

ア 新任職員 

新任職員については，公務員に必要な基本知識や社会人として求められ

る基礎的実務能力など，市職員としての基礎能力の習得を図ります。また，

新任職員研修は，今後の市職員としての基礎を形成する非常に重要な研修

であるため，社会経済情勢の変化や各職場におけるニーズ等を踏まえなが

ら，適宜，内容の見直しを図っていきます。 

 

統括 

ＯＪＴが推進されるような職場づくりに努めます。 
所属長 

課長補佐・係長 

ＯＪＴ責任者 

責任を持って，職場のＯＪＴを推進します。 

主査・主任 ※ 

ＯＪＴリーダー 

実際に職場でＯＪＴを実践します。 

部下・後輩 

ＯＪＴ 

ＯＪＴ対象者 

自ら学ぼうとする姿勢を持ち，積極的に取り組みま

す。 

ＯＪＴ 

ＯＪＴ 
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イ 主事級職員 

主事級職員については，仕事の管理・問題解決能力，コミュニケーショ

ン能力の開発を行うとともに，公務員に必要な基礎的法務能力（法の考え

方や解釈の基礎）の向上を図ります。また，主幹級職員への昇格前には，

自ら考え行動する自律型人材としての成長を促すとともに，将来のリーダ

ー養成を念頭に，若手職員として求められるリーダーシップの醸成を図り

ます。 

 

ウ 主幹級職員 

主幹級職員については，社会情勢の変化や新たな行政課題に対応できる

能力開発を行うため，政策形成理論・政策形成実践・政策評価の３つの柱

を中心とした政策形成能力の向上を図ります。また，継続的な法務研修の

実施により，公務員として必要不可欠な法務能力の定着を図ります。 

 

エ 主任級職員 

主任級職員については，「ＯＪＴリーダー」として養成するとともに，

管理監督職員候補として，マネジメントやリーダーシップに関する基礎知

識の習得や，議会・財政等の市政全般に対する理解促進を図ります。また，

法務に関する実践的な知識・技術の習得とともに，更なる政策実現力を身

に付けるための政策法務能力の向上を図ります。 

 

オ 管理監督職員（主査・係長級，課長補佐級） 

管理監督職員については，コンプライアンス※やハラスメント防止など，

組織運営に必要な幅広い知識を習得するとともに，マネジメント能力の向

上を図ります。 

※ 法令を遵守するとともに，公正・誠実な職務遂行により，市民の期待に応え

ること 

 

カ 幹部職員（課長級，参事級，部長級） 

課長級職員については，コンプライアンス，ハラスメント防止やメンタ

ルヘルス対策などに加え，危機管理等における高度な判断能力が求められ

ることから，トータルマネジメント能力の向上を図ります。また，参事級

職員及び部長級職員は，行財政全般を分野横断的に見渡せる幅広い視野を

養います。 

 

キ その他の職員 

再任用職員及び定年延長制度対象職員（令和５年４月１日施行見込み）

については，これまで培ってきた豊富な知識や技能を職場に伝承し，組織

に貢献するために必要な能力の向上を図るとともに，その役割や心構えに

ついて学びます。 
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技能労務職員については，市職員としての基礎能力の向上に加え，業務

遂行上必要不可欠な安全衛生等に関する知識の習得を図ります。 

会計年度任用職員等については，市職員に必要な基本知識の習得を図り，

行政サービスの担い手としての能力向上を図るとともに，公務員としての

自覚を促します。 

 

② 専門教養研修 

本市を取り巻く社会情勢や市民ニーズの変化等に的確かつ柔軟に対応で

きる職員を育成するため，階層別研修を補完する職場外研修の実施に取り

組みます（階層別研修の一部として実施する研修を含む）。 

 

ア カフェテリア※（選択型）研修 

専門的かつ広範囲に渡る行政課題に対応するためには，一律の階層別研 

修に加え，業務内容や職場環境等に合った実務に即した能力を向上させる

必要があります。 

このようなことから，職員が必要な研修を自ら選択できるカフェテリア

研修を実施し，研修メニューについては社会情勢や新たな行政課題を注視

しながら適宜見直しを行います。 

※ 複数の科目の中から職員が自分に必要な研修を選択できる受講スタイル 

 

イ 人事評価制度研修 

人事評価は，能力や業績を評価し，本人にフィードバックすることによ

り，職員の成長を促すことができるため，人材育成の有効なツールです。 

人事評価を適正に行うため，新任職員及び新任評価者に対する人事評価

研修を実施するほか，現任評価者に対してもフォローアップ研修を継続的

に実施します。 

 

ウ キャリア形成意識の醸成 

職員一人ひとりが市職員としての将来を自ら設計し，それに向けて努力

できるよう，節目となる階層において「キャリアデザイン※研修」を実施

し，主体的なキャリア形成を支援します。 

※自らの長期的な就業生活（キャリア）を主体的に思い描くこと 

 

エ メンタルヘルス対策 

職員のメンタルヘルスに関する知識の習得や，管理監督職員の早期対応

能力向上のための研修会を実施し，職員が健康に働くことのできる環境づ

くりに努めます。 
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オ ハラスメント防止 

セクシャルハラスメントやパワーハラスメントなど，職場内のハラスメ

ントに関する知識習得のための研修会を実施し，明るい職場環境づくりを

推進します。また，「ハラスメント防止に関する指針（Ｒ２．６改訂）」の

周知徹底を図ることにより，全庁的な意識啓発を図り，ハラスメントの根

絶を目指します。 

 

カ 人権意識等の醸成 

あらゆる差別の根絶に向け，人権全般や障害者差別の解消等に関する研

修会を通じて人権意識の醸成を図ります。また，障害者活躍推進の観点か

ら，障害を持つ職員への理解を深める研修を実施します。 

 

キ 協働意識の醸成 

協働の考え方や協働の事例等を紹介する研修会を実施することにより，

「共に考え行動する協働によるまちづくり」に向けた職員の協働意識を醸

成します。 

 

ク 交通安全意識の定着 

職員が全体の奉仕者としての責任を自覚し，交通事故の防止を心掛ける

とともに，交通ルールを遵守するため，交通安全研修会を実施し，交通安

全意識の定着を図ります。また，新任職員を対象とした自動車運転に関す

る実地訓練を行い，運転能力の向上を図り，交通事故の防止に努めます。 

 

ケ 防災・救命意識の定着 

職員が台風や地震などの非常時に迅速に対応できるよう，災害時の参集

基準や各部・課の役割について認識するとともに，平常時から防災意識を

持ち，非常時には自ら考え行動する意識の定着を図ります。また，救急救

命講習を実施し，全体の奉仕者として職場内外においても人命救助を行え

るよう基礎的な知識・技能の定着を図ります。 

 

③ 派遣研修 

先進的かつ高度な専門知識や技能の習得や，他自治体職員等との交流に

よる情報交換等のネットワークづくりの機会を提供するため，茨城県自治

研修所，自治大学校，政策研究大学院大学，市町村職員中央研修所（市町

村アカデミー）等で行われる研修への派遣を実施します。 

派遣に当たっては，職員の主体的な学習意欲を醸成するとともに，多く

の職員に広く研修機会を提供するため，庁内公募により研修生を募ります。

また，女性職員のキャリア形成を支援するため，女性リーダー養成のため

の派遣研修（自治大学校等）を実施します。 

このほか，国や県等への派遣を継続的に実施します。 
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④ 職種に応じた能力開発 

  消防職，保育士・幼稚園教諭，技能労務職等の職種毎に求められる専門

能力については，各職場において研修会等を実施するとともに，市職員に

求められる共通能力については，職種に関わらず，階層別研修等による向

上を図ります。 

 

（４）部局実施研修（各所属が実施する専門研修） 

高度化・多様化する市民ニーズに応えるためには，時代に合った専門知や

技能の習得が必要不可欠です。専門性が高い研修については，それぞれの行

政分野に精通した各部局が主体的に取り組むことにより，より効果的な専門

能力の向上を図ります。 

 

（５）研修の質を高めるための取組 

研修終了後に講師と研修生の双方にアンケートを実施するなど，研修の効

果測定や研修内容の評価を行い，研修の質と研修生の満足度の向上に努めま

す。また，研修報告会の実施や研修報告書の共有などにより，研修成果を職

場にフィードバックする場を提供するとともに，研修受講から一定期間経過

後の研修効果をフォローアップする仕組みについて検討します。 
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５ 計画の推進のために 

（１）職員，各部局，人事担当部門の役割 

   

① 職員の役割 

    職員は，目標を持って自らのキャリアを主体的に設計するとともに，目標

に向かって自主的な能力開発や自己研さんに努めます。また，研修等で学ん

だ知識や技能を積極的に職場にフィードバックするよう努め，組織力向上に

貢献します。 

管理監督職員は，職場のコミュニケーションを活発にしながら，学び合う

職場環境づくりに努め，部下や後輩の指導・育成に積極的に取り組みます。 

 

  ② 各部局の役割 

   

 ア 専門知識・技能の習得 

   高度化・多様化する市民ニーズに対応するため，各部局の実務に即し

た能力や専門知識・技能の習得に努めます。 

 

イ ＯＪＴの推進 

   ＯＪＴリーダーを中心に，各部局の実情に即した計画的なＯＪＴを推

進し，人を育てる職場風土の醸成を図ります。 

 

ウ 研修に参加しやすい職場環境づくり 

   所属職員の研修機会の確保や研修に参加しやすい環境づくりに努めま

す。また，研修終了後は，研修報告書の共有や報告会等を実施するなど，

研修成果の共有に努めます。 

 

エ 自主研修の促進 

    職場内の勉強会の実施など，学ぶ職場風土を醸成し，職員相互に知識

や技能を高め合いながら，自主研修を促進します。 

    

  ③ 人事担当部門の役割 

 

ア 階層別研修等による能力開発 

    階層別研修を能力開発の基本として位置付け，各階層において求めら 

れる能力の向上に積極的に取り組みます。 

  特に，対人関係能力，法務能力，政策形成能力，マネジメント能力・

リーダーシップなど，行政運営に必要不可欠な能力については，体系的

な能力開発を行います。また，階層別研修を補完するその他の研修につ

いても，社会情勢や市民ニーズ等を踏まえた効果的な実施に取り組むと
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ともに，より高度な専門知識等の習得のため，専門機関等への派遣研修

を実施します。 

 

イ 自主研修の支援 

通信教育やｅ－ラーニングなどについて，自主研修のための情報提供

や費用助成等を行うことにより，職員の自主研修を支援します。また，

業務上有用な資格取得や自主研究グループに対しても支援します。 

 

     ウ 内部講師の養成 

効率的・効果的な研修の実施及び職員の指導力・説明力の向上を図る

ため，講師養成研修への派遣等による内部講師の養成に取り組みます。 

 

 エ 各部局との連携 

各部局で実施する専門研修について，ニーズの把握や予算確保等の積

極的な支援を行い，専門的知識を有する人材の育成を推進します。また，

各部局で実施する研修，講演会等について，職員の資質向上の機会と捉

え，実施部局と連携しながら職員の参加を促進します。 

   

オ 階層別研修等欠席者へのフォロー 

業務の都合等により，やむを得ず階層別研修等を欠席した職員に対し

ては，次年度研修の受講機会を提供するとともに，研修テキストの配布

等によるフォローを行います。 

 

カ 新型コロナウイルス感染症に対応した研修の実施 

新型コロナウイルスの感染リスクに配慮した研修実施が求められます。

集合型研修を実施する際は，研修生同士の適切な距離を保ち換気，消毒

を徹底するなど感染リスクの低減に努めます。また，感染症の拡大状況

に応じた研修実施の基準により，状況に応じてオンライン研修や分散型

研修を行い，より安全な研修実施に努めます。 
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（２）計画の進行管理等 

    

  ① ＰＤＣＡサイクル 

本計画に定める研修の実施状況や達成度などの進捗状況について，定期的

に把握・評価するとともに，必要に応じた改善を行います。 

 

  ② 研修実施計画の作成 

研修基本計画に基づいた研修実施計画を毎年度作成し，研修の成果等を検

証しながら，柔軟かつ弾力的に，時代に即した能力開発に努めます。 

 

【基本計画と実施計画の関係】 

 

 

基
本
計
画 

実施計画 

実施計画 

適宜見直し 
実施計画 
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〇 土浦市職員研修体系と開発能力

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資 料 

入庁前

前期

後期

１部

２部

３部

１部

２部

３部

１部

２部

３部

１部

２部

３部

自治研

１部

２部

先進自治体派遣研修

メンタルヘルス研修

人権等研修

協働研修

交通安全研修

防災救命研修

対象

主任級職員研修

管理監督職員研修

　自主研修
通信教育等

自主研修グループ

　職場内研修（OJT）

　職場外研修

ハラスメント防止

幹部職員研修

保育士・幼稚園教諭研修

再任用職員等研修

技能労務職員研修

会計年度任用職員研修

専門教養研修

カフェテリア研修

人事評価研修

キャリアデザイン研修

職員研修

研修項目研修の種類

　部局実施研修

派遣研修

茨城県自治研修所派遣研修

自治大学校派遣研修

市町村職員中央研修所等派遣研修

政策研究大学院大学派遣研修

海外派遣研修

国，県等への派遣研修

階層別研修

新任職員研修

主事級職員研修

主幹級職員研修
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法務能力実務能力

公務員倫
理・コン
プライア

ンス

人

事

評

価

キ

ャ

リ

ア

形

成

メ

ン

タ

ル

ヘ

ル

ス

ハ

ラ

ス

メ

ン

ト

人

権

等

協

働

交

通

安

全

防

災

救

命

● ● ● ●

● ● ●

● ● ● ● ●

● 入庁前

● ● ● ● ● ● ● 前期

● ● ● ● ● ● 後期

● ● １部

● ● ● ２部

● ● ● ● ３部

● ● ● ● １部

● ● ● ● ２部

● ● ３部

● ● ● ● ● ● １部

● ● ● ● ２部

● ３部

● ● ● ● ● ● １部

● ● ● ２部

● ● ● ● ３部

● ● ● ● ● 自治研

● ● ● ● ● １部

● ● ２部

● ● ● ● ● ●

●

● ●

● ●

● ● ● ● ● ●

●

●

●

●

●

●

●

●

● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

● ● ● ● ●

●

●

● ● ●

● ● ● ●

● 部局実施研修

職場内研修（OJT）

通信教育等

自主研修グループ

対象 研修項目

市町村職員中央研修所等派遣研修

政策研究大学院大学派遣研修

海外派遣研修

先進自治体派遣研修

国，県等への派遣研修

協働研修

交通安全研修

防災救命研修

茨城県自治研修所派遣研修

自治大学校派遣研修

人事評価研修

キャリアデザイン研修

メンタルヘルス研修

ハラスメント防止

人権等研修

保育士・幼稚園教諭研修

再任用職員等研修

技能労務職員研修

会計年度任用職員研修

カフェテリア研修

新任職員
研修

主事級職
員研修

主幹級職
員研修

主任級職
員研修

管理監督
職員研修

幹部職員
研修

専門教養

対人関
係能力

政策形
成能力

マネジ
メント
能力

職務遂行能力
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○ 階層別研修の実施目的及び主な内容等 

研 修 名 対 象 者 目     的 講師 主 な 内 容 
能力 

※ 

新
任
職
員 

入庁前研修 採用予定職員 ・事前に公務員としての心構
えや基礎的な知識を持たせ
るとともに，社会人としての

自覚を養う。 

 採用内定者集合研修 

課題レポート 

自宅研修 

テキストによる自己学習 

職
務
遂
行
能
力 

前期研修 新規採用職員 ・市職員として必要な基本的
知識，心構え等を習得させ，

職場への適応力を養う。 

内部 
講師 

及び 

外部 
講師 

基礎知識・実務能力 
  地方自治制度，地方公務員

制度，文書実務，公務員倫
理，市政，電話応対，接遇，

交通安全ほか 

後期研修 新規採用職員 ・行政を取り巻く様々な制度

について理解を深めるとと
もに，実務能力及び市職員と
して必要な知識・技能の向上

を図る。 

 
内部 
講師 

及び 

外部 
講師 

基礎知識・実務能力 
  地方自治制度，地方公務員

制度，地方財政制度，文書

実務，公務員倫理，仕事の
進め方 

福祉施設体験実習 
ＣＳ・クレーム対応 
交通安全研修（実技） 

主
事
級
職
員 

（１部） 

仕事の管理・問題解

決研修 

主事２年目職員 ・真に自発的で積極的な職員
として，自らの仕事を自己管

理することの重要性と具体
的手法を学ぶ。 

・市職員として必要不可欠な

基礎的な法務能力を養う。 

・業務マニュアルの作成方法
を学び，業務の一連の流れを

理解する 

 
内部 
講師 

及び 

外部 
講師 

仕事の管理能力 
・積極的な職員について 
・仕事の本質，仕事と管理の
関係 

・目標の設定方法 
・担当業務の目標設定と計画

立案 

法務基礎能力Ⅰ 

業務マニュアル作成 
職
務
遂
行
能
力
・
対
人
関
係
能
力 

（２部） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力向上

Ⅰ研修 

 

主事４年目職員 ・市民と接する際に必要なフ

ァシリテーションやハード
クレーム対応，データの利活
用を学び，職務に必要な実務

能力向上を図る。 

外部 
講師 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力Ⅰ 

・ファシリテーション 

・ハードクレーム対応Ⅰ 

データ分析・活用Ⅰ 

（３部） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力向上

Ⅱ 

研修 

 

主事６年目職員 ・事務事業を進めていく上で
必要な折衝・交渉力向上及び
プレゼンテーション能力の

向上を図る。 

・自ら考え行動する自律型人
材としての成長を促すとと

もに，将来のリーダー養成を
念頭に，若手職員として求め
られるリーダーシップの醸

成を図る。 

・障害者活躍推進の観点か
ら，障害を持つ職員への理解

を深める。 

内部 
講師 

及び 

外部 
講師 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力Ⅱ 

・折衝・交渉力向上 

プレゼンテーション 

若 手 職 員 の

リーダーシップ 

精神・発達障害仕事サポ

ーター研修 

主
幹
級
職
員 

（１部） 

政策形成理論研修 

主幹昇格職員 ・政策についての理解を深

め，政策形成のポイントを学
ぶとともに，また，まちづく
りの責任者としての自覚を

高める。 

・市職員として必要不可欠な
法務能力の定着を図る。 

外部 
講師 

政策形成理論研修 
～政策形成の基礎知識～ 
まちづくりと政策形成能力 
政策形成の流れ 
政策形成とトレードオフ 
政策立案の留意点・手法 

法務基礎能力Ⅱ 
政
策
形
成
能
力 

（２部） 

政策形成実践研修 

主幹３年目職員 ・現実の行政課題をテーマ

に，一連の政策形成過程を実
践することで，政策形成能力
の向上を図るとともに，副次

的な効果として，リーダーシ
ップやプレゼンテーション
力を養う。 

外部 
講師 

政策形成実践研修 
政策立案実習,課題基調講
義, 現状分析・調査, 先進地
調査, 解決方策研究, 政策
立案, プレゼンテーション 

（３部） 

政策評価研修 

主幹５年目職員 ・政策評価の基本や評価方法
を学び，効率・効果的な行政

運営を進め，行政の透明性を
確保しながら事務事業を進
める能力を養う。  

外部 
講師 

政策評価研修 
行政評価・事務事業評価の基
本，事務事業評価実習・事務
事業評価の活用 
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研 修 名 対 象 者 目     的 講師 主 な 内 容 
能力 

※ 

主
任
級
職
員 

（１部） 

マネジメント基礎研

修 

主任昇格職員 

 

 

・管理監督職員候補として，

マネジメントやリーダーシッ
プの能力向上を図る。また，
OJT を推進するため，職場の

リーダー的存在となるこの時
期にOJTリーダーとしての能
力を高め，職場内での OJT を

推進する 

・データ分析・活用に関する
知識の習得とともに,議会・財

政等の市政全般に対する理解
促進を図る。 

外部 
講師 
及び 
内部 
講師 

マネジメント基礎研修 
・マネジメント基礎理論 
・リーダーシップ基礎理論 
・OJTの進め方 

データ分析・活用Ⅱ 

議会・財政の話 
職
務
遂
行
能
力
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力 

（２部） 

法制執務研修 

主任３年目職員 ・法令の基礎知識及び条例等
の基礎的な立法技術を習得す

ることにより，地方自治体職
員に必要な法制執務能力を高
める。 

外部 
講師 

法政執務研修 
・法令の種類 

・法秩序維持の原理 
・法令の生成循環過程 

・法令の形式と構成 

・一部改正 

（３部） 

政策法務研修 

主任５年目職員 

 

・組織の目標＝政策を確実に
実行するために必要な法的制

度設計の立案能力及び業務に
おける日常の法的事務処理能
力を向上させる。 

外部 
講師 

政策法務能力 
・政策法務の基礎知識 
・行政法分野の基礎知識 
・グループ演習 

管
理
監
督
職
員 

（１部） 

コンプライアンス・ハ

ラスメント防止研修 

主査・係長昇格職

員 

 

 

・組織運営に必要なコンプラ

イアンス違反を防止するため
の体制づくりを学ぶととも
に，コンプライアンス違反の

要因になり得るハラスメント
の基礎知識を習得する。 

・クレームの 2 次応対者とし

てのハードクレーム対応能力
の向上を図る。 

外部 
講師 

コンプライアンス・ハラス

メント防止 
・ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの基礎知識 
・ﾊﾗｽﾒﾝﾄの基礎知識 
・職場管理とｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ， 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ   
・事例演習 
ハードクレーム対応Ⅱ 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力 

（２部） 

マネジメント能力向 

上研修 

係長２年目職員 ・管理監督職員に求められる
意思決定能力及び部下職員の
指導・育成のためのマネジメ

ント能力の向上を図る。 

外部 
講師 

マネジメント能力向上 
・マネジメントとは 
・管理監督職の責務と役割 
・管理監督職に求められる意
思決定能力 

・変革型リーダーの実践 

（３部） 

コーチング研修 

係長４年目職員 ・職場において，継続的に交
わされる双方向型のコミュニ

ケーションにおける人材育成
の技法・技能を高める。 

外部 
講師 

ミッションコーチング 
・ﾐｯｼｮﾝｺｰﾁﾝｸﾞの必要性 
・ﾐｯｼｮﾝｺｰﾁﾝｸﾞのスキル 
・ﾐｯｼｮﾝｺｰﾁﾝｸﾞの手順 

自治研修所派遣研修 課長補佐昇格職

員 

・課長を補佐する立場として
必要な知識であるハラスメン

トへの対応法やリーダーシッ
プ，マネジメントについて学
び，部下や組織を管理する能

力の向上を図る。 

 ハラスメント防止 

リーダーシップ 

マネジメント 

幹
部
職
員 

（１部） 

自治研修所派遣等研 

修 

課長昇格職員 ・幹部職員として求められる
危機管理能力や組織管理能力

の一層の向上を図り，実践力
を高める。 

 危機管理能力 

職場のメンタルヘルス 

コンプライアンス・ハラス

メント防止 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力 

（２部） 

自治研修所派遣研修 

参事昇格職員 

部長昇格職員 

・幹部職員として，危機管理

能力の更なる向上を図るとと
もに，行財政全般を見渡せる
幅広い視野を養う。  

 危機管理能力 

自治体運営 

 

※ 土浦市人材育成基本方針に定める４つの「求められる能力」をいう。 
※ 下線部分は第 5次職員研修基本計画において追加したもの（カフェテリア研修から階層別へ変更，または新規追加）。 
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研 修 名 対 象 者 目     的 講師 主 な 内 容 
能力 

※ 

保育士・幼稚園教諭 

研修 

入庁１５年目以

降の保育士職員

及び幼稚園教諭

職員 

（主幹保育士以

下については，行

政職と同様の階

層別研修を受講） 

・管理監督職員候補として，マネジメ
ントやリーダーシップ，データ分析・

活用に関する知識の習得とともに,議
会・財政等の市政全般に対する理解促
進を図る。 

・OJT を推進するため，職場のリー
ダー的存在となるこの時期に OJT リ
ーダーとしての能力を高め，職場内で

の OJT を推進する。 

内部 
講師 
又は 
外部 

講師 

主任保育士新任職員 

・マネジメント基礎研修 

・議会・財政の話 

・データ分析・活用Ⅱ 
※主任級職員１部研修と合同 

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力 

 

所長・園長新任職員 

・コーチング 
※管理監督職員３部研修と 

合同 

再任用職員等研修 新たに再任用さ

れる又は定年延

長制度対象職員

（R5.4.1 施行見

込み） 

これまで培ってきた豊富な知識と

経験を伝承するための実践方法や，組
織の中での新しい立場と役割の確認
など，心構えについて学ぶ。 

外部 

講師 
・再任用等職員の立場・役割

及び心構え 
職
務
遂
行
能
力 

技能労務職員研修 入庁７年目以降

の技能労職員 

※６年目までは，

行政職と同様の

階層別研修を受

講 

市の業務を遂行するにあたり，基本

的な知識や技能の向上を図るととも
に，業務遂行上必要不可欠な安全衛生
等に関する知識を習得する。 

内部 
講師 
又は 
外部 

講師 

基礎知識・実務能力（講義） 
公務員倫理, コミュニケー 
ション，安全衛生ほか 
※年齢等に応じて３～５年
に１度の受講機会を設け
る。 

職
務
遂
行
能
力 

会計年度任用職員研修 会計年度任用職

員・臨時職員・嘱

託職員等 

市の業務を遂行上で必要な基本知

識や接遇について学び，行政サービス
の担い手としての能力向上を目指す。 

内部 
講師 

基礎知識・実務能力 
地方公務員制度，公務員倫
理, 接遇ほか 
※任用の際に所管課におい
て個別に実施する。 

 

職
務
遂
行
能
力 

 
※ 土浦市人材育成基本方針に定める４つの「求められる能力」をいう。 
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○ 派遣研修一覧 

研修名 対象者 目的 派遣先 研修課目 

茨城県自治研修所派

遣研修 

指定職員及

び 

希望職員 

行政運営に必要な知識や能
力について，より高いレベル
で学習し，公務員としての資
質向上を図るとともに，研修
講師を養成する。 

茨城県自治
研修所 

○階層別研修（新任課長補佐課

程，新任課長課程，新任部長課

程） 

○講師養成コース 

○法務基本コース 

○政策基本コース 

○自己開発コース 

自治大学校派遣研修 指定職員及

び希望職員 

幅広い知識と高い政策形成
能力・マネジメント能力の修
得を目指すとともに，行政の
プロとして意識を醸成させ，
リーダーとしての資質を向上
させる。 

自治大学校 ○第１・２部特別課程（女性職

員） 

○第２部課程（主幹･主任級職

員） 

○第３部課程（課長級職員） 

市町村職員中央研修

所（市町村アカデミ

ー）等派遣研修 

希望職員 業務についての専門知識や
政策形成能力の向上を図り，
常に問題意識を持ち，的確に
業務を遂行できる能力を養
う。 

市町村職員
中央研修所
及び全国市
町村国際文
化研修所 

○法務・人事・人材育成 

○企画・税・財政 

○地域づくり 

○環境・福祉・教育・文化 

○防災・危機管理 

○行政委員会・公営企業 等 

政策研究大学院大学

派遣研修 

希望職員 「住まいとまちづくりの政
策課題に対する金融の活用方
法」を学び，政策提案能力と
問題解決能力を身につける。 

政策研究大

学院大学 

まちづくりプログラム（短期特

別研修） 

海外派遣研修 希望職員 異文化圏における行政運営
の実状を視察研究すること
で，国際的視野と見識を持た
せ，課題解決に向けた新たな
視点を見いだす。 

海外 公益財団法人茨城県市町村振

興協会主催 

先進自治体派遣研修 希望職員 先進的行政事例を持つ自治
体での実務研修をとおして，
市が抱える行政課題の解決方
策を探るとともに，知的・文
化的刺激を受けることで，改
めて郷土・土浦を認識させ，
客観的に分析・評価のできる
能力を養う。 

研修生が希

望する自治

体やその施

設（関東近

郊） 

実務研修（２～５日間程度） 
 

国，県等への派遣研

修 

指定職員 国や県など市町村とは違う
立場での実務経験をとおし
て，視野を広げ客観的に分析
評価のできる能力を養うとと
もに，多様な人脈の形成によ
り，本市の行政課題解決に貢
献できる人材を育成する。 

国，県等 実務研修（１～２年程度） 
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○ 内部講師による講義の主な内容 

地方自治制度Ⅰ 

 地方自治の意義 

 憲法と地方自治 

現行地方自治の法体系 

地方公共団体の意義及び性質 

 地方公共団体の種類  

 地方公共団体の区域等 

地方公共団体の組織 

条例及び規則等 

地方公共団体の住民の権利及び義務 

 

地方公務員法Ⅰ 

 地方公務員の範囲 

任用の根本基準 

 服務の根本基準 

服務・職務命令 

 信用失墜行為の禁止 

守秘義務 

 職務専念義務 

 政治的行為の制限 

 争議行為等の禁止 

営利企業等の従事制限 

文書実務Ⅰ 

 文書の種類 

 文書事務 

 文書収受から廃棄までの流れ 

 文書の施行 

 文書の整理・保存 

 公文書の書き方 

 

地方自治制度Ⅱ 

地方公共団体の権能と事務 

地方公共団体の財務 

地方公共団体の監査制度 

公の施設 

 大都市等に関する特例 

国と地方公共団体との関係及び地方公共
団体相互間の関係 

地方公共団体の相互間の協力関係 

近年の法改正の解説 

 

※地方自治制度Ⅰ・Ⅱのテストを実施 

地方公務員法Ⅱ 

給与・勤務時間等勤務条件 

休業制度 

分限・懲戒 

人事委員会・公平委員会 

不利益処分に対する不服申し立て 

勤務条件に関する措置要求 

研修 

人事評価 

厚生・共済等 

職員団体 

 近年の法改正の解説 

 

※地方公務員制度Ⅰ・Ⅱのテストを実施 

文書実務Ⅱ 

 起案文の書き方 

 公用文の用字・用語 

 情報公開・個人情報保護 

 

 

接遇研修 

好印象を与える接遇 

身だしなみ 

あいさつ，お辞儀 

表情，言葉づかい 

敬語 

電話応対 

クレーム対応 

 

公務員倫理 

地方公務員に求められる倫理観 

倫理観チェックテスト 

公務員に求められる規律 

不祥事を防止するために 

事例研究 

望ましい職場風土の形成 

地方財政制度 

財政の意義と役割 

地方財政の仕組み 

自治体の財政収入と財政支出 

自治体の予算と決算 

仕事の進め方 

仕事とは何か 

仕事の進め方の流れ 

仕事の優先順位 

報連相 

Ｅメールの注意点 

  



 

 


